様式第１号（第５条関係）
鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業計画書
１　事業テーマ　
２　採択型



製品開発型


事業化強化型
３　事業実施概要
４　事業実施期間
５　事業費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 実施年度
	 区　　分
	 金　　額（単位：円）
	 備　　考

	 　　年度
 (１年目)
	 総事業費
	
	

	
	
	 うち補助対象経費
	
	

	
	 補助金額
	
	

	 　　年度
 (２年目)
	 総事業費
	
	

	
	
	 うち補助対象経費
	
	

	
	 補助金額
	
	

	 合　計
	 総事業費
	
	

	
	
	 うち補助対象経費
	
	

	
	 補助金額
	
	


（注）補助金額については、補助対象経費に補助率を乗じた額と限度額のいずれか少ない額を記入すること。
６　他の補助金の活用の有無

	他の補助金の活用の有無（　有　・　無　）


（注）他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。

　　「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。
７　消費税の取り扱い（　一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　）

８　添付資料
鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業実施計画書

当該研究チームにおける物品等の管理と所有についての書類
様式第２号（第５条関係）                                                    
鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業収支予算書
１　収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	 科　　目
	 予算額
	 摘　　要

	 　　年度
 (１年目)
	
	
	

	 　　　小　　計
	
	

	 　　年度
 (２年目)
	
	
	

	   　　小　　計
	
	

	   　　合　　計
	
	


２　支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	 科　　目
	 予算額
	 摘　　要

	 　　年度
 (１年目)
	補助対象経費
	
	

	
	小　計
	
	

	
	対象外経費
	
	

	
	小　計
	
	

	 　　　１年目小計
	
	

	 　　年度
 (２年目)
	補助対象経費
	
	

	
	小　計
	
	

	
	対象外経費
	
	

	
	小　計
	
	

	   　　２年目小計
	
	

	 全　体
	補助対象経費
	
	

	
	小　計
	
	

	
	対象外経費
	
	

	
	小　計
	
	

	   　　合　　計
	
	


（注）１　補助対象経費については、要綱第４条第２項各号の費目ごとに記載すること。
　　　２　摘要欄には、費目毎の内容、算定根拠等を記載することとし、別途に明細書を添付する場合は「別添経費明細書のとおり」としてもよい。
様式第３号（第６条関係）
                                                                  第　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職氏名
年度鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業補助金交付決定通知書
　　年　　月　　日付けの申請書（以下「申請書」という。）で、申請のあった鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。
記
１　補助事業
本補助金の補助事業は、「　　年度鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業」とし、その内容は、申請書に記載されているとおりとする。
２　交付決定額等
本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
                        　　  
	
	（１）算定基準額
	 　　　 金　　　　    　           円
	

	
	（２）交付決定額
	        金　　　　　　　　　　　　 円
	


３　経費の配分
本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、申請書に記載されているとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。
４　交付額の確定
　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業補助金交付要綱（平成１８年６月６日付第２００６０００２５８１２号生活環境部長通知。以下「要綱」という。）第４条第２項及び第６条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。
５　補助規程の遵守
　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則、要綱及び鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業実施要領の規定に従わなければならない。
様式第４号（第１０条関係）
鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業（中間）報告書
１　事業テーマ　
２　採択型




製品開発型


事業化強化型
３　事業実施概要
４　事業実施期間
５　事業費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 実施年度
	 区　　分
	 金　　額（単位：円）
	 備　　考

	
	
	 計画
	実績
	

	 　　年度
 (１年目)
	 総事業費
	
	
	

	
	
	 うち補助対象経費
	
	
	

	
	 補助金額
	
	
	

	 　　年度
 (２年目)
	 総事業費
	
	
	

	
	
	 うち補助対象経費
	
	
	

	
	 補助金額
	
	
	

	 合　計
	 総事業費
	
	
	

	
	
	 うち補助対象経費
	
	
	

	
	 補助金額
	
	
	


（注）補助金額については、補助対象経費に補助率を乗じた額と限度額のいずれか少ない額を記入すること。
６　他の補助金の活用の有無

	他の補助金の活用の有無（　有　・　無　）




（注）他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。

　　「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。
７　消費税の取り扱い（　一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　）

８　添付資料
　　研究開発等の成果（中間）報告書
様式第５号（第１０条関係）                                                    
鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業収支決算書
１　収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	 科　　目
	 予算額
	 決算額
	摘　　要

	 　　年度
 (１年目)
	
	
	
	

	 　　　小　　計
	
	
	

	 　　年度
 (２年目)
	
	
	
	

	   　　小　　計
	
	
	

	   　　合　　計
	
	
	


２　支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	 科　　目
	 予算額
	 決算額
	摘　　要

	 　　年度
 (１年目)
	補助対象経費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	
	対象外経費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	 　　　１年目小計
	
	
	

	 　　年度
 (２年目)
	補助対象経費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	
	対象外経費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	   　　２年目小計
	
	
	

	 全　体
	補助対象経費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	
	対象外経費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	   　　合　　計
	
	
	


（注）１　補助対象経費については、要綱第４条第２項各号の費目ごとに記載すること。
２　摘要欄には、費目毎の内容、算定根拠等を記載することとし、別途に明細書を添付する場合は「別添経費明細書のとおり」としてもよい。
様式第６号（第１０条関係）

　　　　 年　　　月　　　日　

鳥取県知事　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

氏　名

（団体にあっては名称及び代表者の氏名）

鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業　　　年度仕入控除税額確定報告書
　鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業補助金交付要綱第１０条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金の確定額及び補助対象経費の額

（1） 補助金の確定額：Ａ　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

（2） 補助対象経費の額：Ｂ　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

２　実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、交付決定控除税額）：Ｃ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    金　　　　　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額：Ｄ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 金　　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（Ｄ－Ｃ＞０の場合）

　　（Ｄ－Ｃ）×Ａ／Ｂ　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。

様式第７号（第１１条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　鳥取県知事　　　　　　　　　様
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
                                      　　　　    氏　名　　　　　　　　　　　　印
                                                 （団体にあっては名称及び代表者の氏名）
年度鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業進捗状況報告書
　
　　　年　　月　　日付第　　　　号による交付決定に係る鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業の　　年度における進捗状況について、鳥取県補助金等交付規則第１７条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記
	
	 交　付　決　定
	　　算定基準額
	　　交付決定額

	
	 　　年度における実績

①
	
	

	
	 　　年度以降の実施予定

②
	
	


　（注）①及び②の合計額は、交付決定額と一致するものである。
様式第８号（第１３条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　鳥取県知事　　　　　　　　　様
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
                                      　　　　    氏　名　　　　　　　　　　　　印
                                                 （団体にあっては名称及び代表者の氏名）
年度鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業に係る事業化状況報告書
　　　年　　月　　日付第　　　　号による交付決定に係る鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業の　　年度の事業化等の状況について、鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業補助金交付要綱第１３条第２項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　事業テーマ
２　事業実施期間
３　本年度納付額の算定
	項　　目
	金額（単位：円）
	算定式等

	Ａ　累計収益額
	
	

	Ｂ　控除額


	
	Ｂ＝（Ｃ－Ｄ）

	Ｃ　補助対象経費の実績額
	
	

	Ｄ　補助金の確定額
	
	

	Ｅ　納付額の算定額
	
	Ｅ＝（Ａ－Ｂ）Ｄ／Ｃ

	Ｆ　前年度累計納付額
	
	

	Ｇ　本年度納付額
	
	Ｄ＞ＥならばＧ＝Ｅ－Ｆ
Ｄ≦ＥならばＧ＝Ｄ－Ｆ

	【事業の現況】（※累計収益額が０円の場合に記載）



（注）１　各金額の算定方法は、鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業実施要領の１に定めるところによること。
２　 累計収益額については、算定に必要な財務諸表その他の資料を添付すること。

３　 累計収益額が０円の場合は、事業の現況を記載し、必要に応じてそれを説明する資料を添付すること。
　　 また、補助事業完了後に当該事業を中止あるいは廃止した場合は、その時期及び理由を記載すること。

様式第９号（第１４条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　鳥取県知事　　　　　　　　　様
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
                                      　　　　    氏　名　　　　　　　　　　　　印
                                                 （団体にあっては名称及び代表者の氏名）
年度鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業補助金に係る工業所有権等取得届出書
　　　年　　月　　日付第　　　　号による交付決定に係る鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業に基づく発明等に関し、下記のとおり工業所有権等の取得（出願、譲渡、実施権の設定）をしたので、鳥取県リサイクル技術・製品実用化事業補助金交付要綱第１４条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。
記
　１　種　類（工業所有権等の種類及び番号）
  ２　内　容
　３　相手先及び条件（譲渡又は実施権の設定をした場合）
